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１．計画策定の目的 
   本計画の策定にあたっては、阪神・淡路大震災の教訓を踏まえて平成８年１２
月に策定した「北区緊急防災対策５カ年計画」が、平成１０年８月に一度修正を
加えたのみで、それ以降手を加えていないことから、同計画の各事業の進捗実績
を総括すること、また、これまで取り組んできた計画事業との継続性や新基本計
画との整合性に配慮しながら、引き続き区として着実に防災対策に取り組んでい
く内容を明らかにすることを目的としている。 

２．計画の性格 
   本計画は、平成１７年度からの５カ年間で北区が実施を予定する防災対策事業
を取りまとめたものである。平成１６年１０月に発生した「新潟県中越地震」の
教訓を生かした対応策や、国民保護法に基づく危機管理対応等の新たな課題への
対応については、今後計画を修正することにより弾力的に対応していくものであ
る。 

３．計画の内容 
   防災対策は、区はもとより国・都・各防災関係機関・事業所・区民等が、それ
ぞれの役割に応じて実施すべきものである。 

   本計画は、このうち区が緊急・時限的に取り組む事業も含めて、平成１７年度
を初年度とした５カ年間に実施すべき施策をとりまとめたものである。 

   優先的に実施する主な緊急対策事業 
・高齢者・障害者等の「災害要援護者」の家具の転倒防止対策事業 
・避難所の下水管の耐震化や災害用マンホールトイレの整備などによる 
し尿処理対策事業 
・避難道路の確保を目的とした民間建築物の擁壁等安全対策支援事業 
・なまずだよりや家庭用防災マニュアルの発行などの防災意識啓発促進事業 

４．計画の前提 
   本計画は「北区緊急防災対策５カ年計画」を引き継ぎ、さらに北区の防災対策
を着実に推進していく事業を取り上げて計画化するもので、施設・設備の整備だ
けでなく、人材育成やマニュアルの作成などのソフト事業も積極的に計画化した。 

   ただし、防災対策に属するものであっても、従来から実施していて、事業実施
が長期間にわたる都市計画道路、再開発の事業や、「北区緊急防災対策５カ年計
画」で計画化されたものの、その後規定事業化されて毎年継続的に実施している
事業については、本計画には基本的に取り上げないこととした。 
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北区防災対策推進５カ年計画総括表 

   

課        題 事業件数 事業費（百万円） 掲載頁 

1 危機管理・職員の配備態勢の整備 ４ 5 3 

2 情報の収集・伝達体制の整備 １ 727 4 

3 民間機関等との連携体制の整備 １ － 4 

4 自主防災組織・地区防災会議等の育成強化 ２ 143 5 

5 備蓄物資の確保 １ 38 6 

6 避難場所・避難所の確保 ３ 5,083 6 

7 区立施設の安全対策 １ 811 7 

8 土木施設の安全対策 ２ 986 8 

9 民間建築物等の安全対策 （＊） ３ 73 8 

10 災害医療体制の整備 １ 10 10 

11 災害要援護者対策 （＊） ４ 77 10 

12 ボランティア対策 ２ 2 12 

13 防災まちづくりの推進 ９ 2,396 13 

14 復旧・復興対策 （＊） ２ 271 15 

15 区民・事業所への啓発の促進 （＊） ２ 137 16 

16 防災施設・設備整備 ５ 178 17 

合         計 ４３ 10,937   

 （＊）の課題に対しては緊急・時限的な対策事業を 17年度より優先的に実施する。 
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１．危機管理・職員の配備態勢の整備 
 
（１）地域防災計画の改定及び職員行動マニュアルの改定 

危機管理対応組織の構築に合わせ、危機管理に対応した地域防災計画及び職員
の行動マニュアルを作成する。 

 
    
   事   業         

 
１７～２１年度 

 １６年度末状況 計画内容 事業費（百万円）

地域防災計画の改定 
 
職員行動マニュアル
の改定 
 

15年度改定 
 
16年度改定 

危機管理対応等を修正 
 
危機管理対応等を修正 

     ２ 
 
       

 
 
（２）職員の意識・技術の向上 

参集職員や幹部職員を優先的に防災・危機管理意識の高揚や救命技術の習得を
目的として、それぞれの専門家による研修を実施する。 

 
    

事   業 
 
１７～２１年度 

 １６年度末状況 計画内容 事業費（百万円）

救急法研修の実施 
 
 
危機管理講習会 
 

延べ２，０３６人
の職員が受講済 
 

― 

１，１２５人 
 
 

１，０００人 

     ３ 
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２．情報の収集・伝達体制の整備  
 
情報連絡体制整備 
   平成２３年度にアナログからデジタルに切り替えなければならない地域防災
無線（800ＭＨｚ帯）の入れ替えにあわせて、通信手段の高度化・多様化を踏ま
えたさらなる情報通信手段の強化を目指して、総合的な防災情報システムを整備
する。 

 
    
   事   業         

 
１７～２１年度 

 １６年度末状況 計画内容 事業費（百万円）

総合防災情報システ
ムの導入 
 

― 検討 
システム導入着手 

７２７ 
 
       

 
 

３．民間機関等との連携体制の整備 
 
災害時の応援・供給等協定の締結 

   民間組合・業界等と災害時の場所や物資の優先供給や支援などの連携を図るた
め協定を締結する。 

 
    

事   業 
 
１７～２１年度 

 １６年度末状況 計画内容 事業費（百万円）

民間組合・業界等との
協定締結 
 

― ストックヤード・宿泊
場所の確保協定等締結 

    ― 
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４．自主防災組織・地区防災会議等の育成強化 
 
（１）自主防災組織の災害対応能力の向上 
   災害発生時に、どのような対応が必要になるかなどを検討し、活動計画などを

検証しながら、より有効で円滑な活動が行えるように災害対応能力の向上を図る。 
   
    

事   業 
 
１７～２１年度 

 １６年度末状況 計画内容 事業費（百万円）

地域防災力パワーア
ップ講座の開催 
 

― ６０組織     １１ 
 
   

 
 
（２）自主防災組織配備資機材強化 

自主防災組織に配備してきた資機材は経年劣化等による機能低下などが顕著
であり、自主防災組織の災害応急活動や平常時の訓練活動にも支障をきたしてい
るため、自主防災組織の活動が、より円滑で有効的に行えるように配備計画を作
成し、計画的に配備する。 

 
    
   事   業         

 
１７～２１年度 

 １６年度末状況 計画内容 事業費（百万円）

自主防災組織活性化
事業 

― 調査・計画策定・配備    １３２ 
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５．備蓄物資の確保 
 
備蓄物資・配備資機材の充実 
備蓄倉庫や資機材倉庫などにある物資・資機材の見直しを行い、必要に応じて更
新・追加配備を行い、災害時の住民の安全性や避難所機能の向上を図る。 

 
    

事   業 
 
１７～２１年度 

 １６年度末状況 計画内容 事業費（百万円）

備蓄物資・配備資機材
の充実 
 

― 全避難所     ３８ 
 
   

 
 

６．避難場所・避難所の確保 
 
（１）防災公園の整備 

東京外語大大学西ヶ原キャンパス跡地(西ヶ原四丁目)に災害時には一時避難
地となる防災公園を都市再生機構の直接施行により整備する。 
また、避難場所である「桐ヶ丘・赤羽台・西が丘地区」内の陸上自衛隊十条駐
屯地赤羽地区跡地（赤羽西５丁目）に防災機能も有した公園を整備する。 

 
    

事   業 
 
１７～２１年度 

 １６年度末状況 計画内容 事業費（百万円）

(仮称 )外語大跡地公
園の整備 
 
(仮称 )自衛隊跡地公
園の整備 
 

基本計画 
 
 

基本計画 

完成 
 
 
完成 

 ５，０８３ 
   

 
 
 



 7

 
 
 
（２）避難所の再整備 
   区立小中学校を災害時の避難所と位置づけ、応急の生活用品や食料品等の配備
を推進してきたが、学校の適正配置や区有施設の適正配置等に対応し、私立学校
などの民間団体等との災害時避難所利用協定の推進や他の公共施設に避難所と
しての機能をもたせるなど避難所確保のための再整備を推進する。 

 
    

事   業 
 
１７～２１年度 

 １６年度末状況 計画内容 事業費（百万円）

避難所の再整備 
 

― 検討・計画・協定      ― 
 
   

 
 

７．区立施設の安全対策 
 
区有施設の耐震補強 
   災害発生時に避難所となる区立小中学校の耐震補強を進めるとともに、個人で

の避難が困難な災害要援護者が利用する福祉施設など、防災・復興の拠点となる
公共施設について順次計画的に実施する。 

 
    

事   業 
 
１７～２１年度 

 １６年度末状況 計画内容 事業費（百万円）

区有施設の耐震補強 
 

  ６６施設 ２７施設    ８１１ 
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８．土木施設の安全対策 

 
道路・橋梁等の安全対策 
   橋梁等の健全度調査を行い、必要に応じて落橋防止、架け替えなど補強対策を

実施する。 
    

事   業 
 
１７～２１年度 

 １６年度末状況 計画内容 事業費（百万円）

橋梁(道路)の安全対
策 
  落橋防止 
  架替工事 

 
 

２２橋 
― 

 
 

１橋 
２橋 

   ９８６ 
 
   

 
 

９．民間建築物等の安全対策 
 
（１）擁壁等安全対策支援事業（緊急対策事業） 
   地震・台風及び集中豪雨等の自然災害の際にも安全に通行できる避難路を確保

するため、道路に面した危険な擁壁等の安全対策を推進する。 
 
    

事   業 
 
１７～２１年度 

 １６年度末状況 計画内容 事業費（百万円）

擁壁等安全対策支援
事業 
 

― ２５ヶ所     ５０ 
 

＊ 本事業は緊急対策事業として 17年度より積極的に実施する。 
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（２）木造民間住宅耐震改修促進事業 
   地震時における木造民間建築物の倒壊を防ぎ、人命の安全確保のため、耐震改

修により耐震性の向上を図る。昭和５６年以前に着手した木造民間建築物の耐震
診断（精密診断）及び耐震改修にかかる経費の一部を助成する。 

   なお、耐震性の目安となる簡易診断は、職員が直接行う。 
 
    
   事   業         

 
１７～２１年度 

 １６年度末状況 計画内容 事業費（百万円）

木造民間住宅耐震改
修促進事業 

― 
 

４０棟     ２０ 
       

 
 
（３）マンション建替・修繕計画支援事業 
   民間建築物の安全確認と耐震改修による安全性の向上を図るため、昭和５６年

以前に着工した分譲マンションの耐震診断にかかる経費の一部助成を行う。 
 
    
   事   業         

 
１７～２１年度 

 １６年度末状況 計画内容 事業費（百万円）

マンション建替・修繕
計画支援事業 

 

― 
 

９棟      ３ 
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10．災害医療体制の整備 
 
災害用救急医療資機材の更新 

   平成 10年度に 10カ所の救護所に配備した現場携行用医療資機材 3点セットの医
薬品等の更新を実施し、さらに応急医療態勢の向上を図る。 

 
    

事   業 
 
１７～２１年度 

 １６年度末状況 計画内容 事業費（百万円）

災害用救急医療資機
材の更新 
 

 １０セット 医薬品等の点検・更新     １０ 
 
   

 
 

11．災害要援護者対策 
 
（１）災害要援護者用防災行動マニュアルの作成 
   高齢者や障害者および年少者などの災害時に自力での避難が困難な災害要援

護者が、安全に避難し避難所での生活や保護者への安全な引き渡しができるよう
に、対象者の事前登録制度の確立や職員や地域なども含めた安全確保のための体
制づくりをマニュアル化して策定する。 

    
    

事   業 
 
１７～２１年度 

 １６年度末状況 計画内容 事業費（百万円）

災害要援護者防災行
動マニュアルの策定 
 

― 検討・策定      １ 
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（２）家具の転倒防止促進事業（緊急対策事業） 
   住居において身体の安全を確保するには、建物の耐震強化も当然ながら、家具

の転倒防止対策も重要である。その普及啓発のため、災害要援護者等の希望者に
対し、その対策にかかる経費の一部を助成する。 

 
    
   事   業         

 
１７～１８年度 

 １６年度末状況 計画内容 事業費（百万円）

家具の転倒防止促進
事業 

 

1,862世帯 
（平成８・９年度）

 

高齢者のみ世帯 
6,400世帯 

（該当世帯の 20％） 
 

障害者のみ世帯 
1,100世帯 

（該当世帯の 20％） 
 

    ３０ 
       

＊ 本事業は緊急対策事業として、2カ年間で実施する。 
 
 
（３）外国人への防災情報支援事業 

言葉の問題や土地勘の問題等、個人での避難が困難な外国人に対して、外国語
版の防災マニュアルの整備や防災訓練の実施など災害発生時に役立つ情報支援
体制を構築する。 

 
    
   事   業         

 
１７～２１年度 

 １６年度末状況 計画内容 事業費（百万円）

外国人への防災情報
支援事業 

   ― ボランティア募集・防
災訓練の実施・コミュ
ニケーションツールの
作成 
 

     ２ 
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（４）私立小中学校等年少者対策事業 

区外からの通学者などが交通手段の途絶等により、自力での帰宅や保護者の引
き取りが困難な状況に備え、一時的に学校内で生活ができるように、現況調査を
実施し、学校内備蓄の整備を支援する。また、近隣住民が災害時に避難場所・避
難所として利用できるように利用協定も締結する。 

 
    
   事   業         

 
１７～２１年度 

 １６年度末状況 計画内容 事業費（百万円）

私立小中学校等年少
者対策事業 

   ― 調査・協定・整備 
 

    ４４ 
 
       

 
 

12．ボランティア対策 
 
防災ボランティアの育成 
   地域の防災行動力を向上させるために、その要となる防災ボランティア等を計

画的に育成する。 
 
    

事   業 
 
１７～２１年度 

 １６年度末状況 計画内容 事業費（百万円）

防災ボランティアの
育成 
 中学生の防災学校 
  
 中学校ＰＴＡの 
防災学校 

 
 

１０校 
  
  ５校 

 

 
 

１０校 
 

１５校 
 

     ２ 
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13．防災まちづくりの推進 
 
（１）防災まちづくり事業の推進 

東京都防災都市づくり推進計画の中で、地域危険度が高く、かつ特に老朽化し
た木造建築物が集積するなど、震災時の甚大な被害が想定されるとして、「整備地
域」に指定された地区について、防災まちづくり事業の活用により、防災ふれあ
い広場等の整備や避難路となる道路の拡幅を推進するなど、防災性の向上を図る。
また、一層の事業の進展をめざし、家屋移転補償等にも順次取り組む。 

 
     

事   業 
 
１７～２１年度 

 １６年度末状況 計画内容 事業費（百万円）

（地区内訳） 
十条地区（９５ｈａ） 
 
上十条３・４丁目地区 
 
 
上十条１・中十条１丁目 
地区 
 
中十条２・３丁目地区 
 

推進 
（防災生活圏促進事業）

 

推進 
（密集事業） 

 
整備計画 
（密集事業） 

 
整備計画検討 

 

推進 
 
 

完了 
（密集事業） 

 
着手 

（密集事業） 
 

整備計画 
  

西ヶ原地区 
 

推進 
（密集事業） 

推進 
 

志茂地区  
 

整備計画 
（密集事業） 

推進 

   ８８５ 
 
   

(整備内容内訳) 
まちづくり活動支援

広場整備 
道路拡幅 
建替促進 

 
２地区 
５カ所 
１３２㎡ 
４棟 

 

 
全地区 
５カ所 

３，３１３㎡ 
５棟 
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（２）都市防災不燃化促進事業 

大震災時の火災から住民の生命・財産を守るため、避難道路周辺を不燃化促進
地区に指定し、一定の基準に適合する耐火建築物を建築した建築主に建築費を助
成することで、沿道の不燃化を向上させる。 

 
    
   事   業         

 
１７～２１年度 

 １６年度末状況 計画内容 事業費（百万円）

都市防災不燃化促進
事業 
 
北本通り地区 
 
補助８８号線地区 
（日産通り） 
 

3路線完了 
2路線継続 

 
継続 

 
着手 

 
 
 

完了 
 
継続 

   ２１８ 
 
       

 
 
（３）細街路拡幅整備事業 

密集住宅市街地での細街路の拡幅をはじめ、地域のより良い生活環境や災害時
の避難路などを確保するための道路を整備する。 

 
    
   事   業         

 
１７～２１年度 

 １６年度末状況 計画内容 事業費（百万円）

細街路拡幅整備 ４７，１０３m ２０，０００m １，２９３ 
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14．復旧・復興対策 
 避難所等のトイレ対策事業（緊急対策事業） 
（１）可とう性排水管の整備 
   これまでの貯留型仮設トイレの備蓄配備に加え、震災時の避難所となる小中学

校のうち、校舎の耐震化工事の完了や下水道局よる下水道本管の耐震化工事の進
捗にあわせて、既存の学校のトイレが使用できるように、揺れに弱いマンホール
等との接続部分を柔軟性のあるものに改修し、耐震化を図る。 

 
    

事   業 
 
１７～２１年度 

 １６年度末状況 計画内容 事業費（百万円）

可とう性排水管 
の整備 
  

２校 
  

 

３０校 
 

   

   １４６ 
   

＊ 本事業は緊急対策事業とし、東京都下水道局による下水管本管等の工事の進捗に
あわせ１７年度より優先的に実施する。 

 
（２）災害用マンホールトイレの整備 

災害時の避難場所となる公園の整備にあわせて、マンホール直下型のトイレ等
を整備する。 

  
    

事   業 
 
１７～２１年度 

 １６年度末状況 計画内容 事業費（百万円）

災害用マンホール 
トイレの整備 

８基 ２５０基 
 

   

   １２５ 
   

＊ 本事業は緊急対策事業とし、公園の整備計画にあわせ１７年度より優先的に実施
する。 
  北区基本計画 2005では、各公園の整備費に組み込むとして単独の事業費を計上
していないが、本計画では防災公園以外の公園の整備事業を含んでいないため、事
業費を計上することとする。 
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15．区民・事業所への啓発の促進 
 
（１）防災センター（地震の科学館）改修  

   防災センター(地震の科学館)は、災害時の拠点施設として昭和５９年に開設し、
平常時には区の行う防災啓発活動の拠点として活用されている。 
しかし、開設から２０年が経過し、体験施設や展示物の破損や老朽化が目立っ
てきており、改修を実施する                              

 
    

事   業 
 
１７～２１年度 

 １６年度末状況 計画内容 事業費（百万円）

展示機能等の改修 
 

展示物一部変更 計画策定・実施    １１７ 
   

 
 
（２）防災なまずだより等の発行 （緊急対策事業） 

   比較的最近に発生した大きな地震や台風等に伴う水害など過去の自然災害に関
する履歴及びその対策・教訓を区民に知らせるとともに、各家庭での日頃からの
備えなど、防災対策に関する知識をコンパクトにまとめた印刷物を発行する。 

 
    

事   業 
 
１７～１８年度 

 １６年度末状況 計画内容 事業費（百万円）

防災なまずだよりの
発行 
 
家庭防災ハンドブッ
ク（保存版）の発行 
 

― 
 
 
― 

発行 
 
 
発行 

    ２０ 
   

 ＊本事業は緊急対策事業として１７・１８年の 2カ年で実施する。 
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16．防災施設・設備整備 
 
（１）河川防災ステーションの整備 

水防の一環として、国土交通省と共同で、浮間 1丁目の河川区域に平常時は憩
いの場として活用し、災害時は水防活動の拠点となる河川防災ステーションを整
備する。 

 
    
   事   業         

 
１７～２１年度 

 １６年度末状況 計画内容 事業費（百万円）

河川防災ステーショ
ンの整備 

   ― 整備     ５２ 
 
       

 
 
（２）公共防災船着場の整備 

東京都防災船着場整備計画に基づき、スーパー堤防等の整備に合わせ、災害時
の水上輸送基地となる防災船着場を整備する。 

 
    
   事   業         

 
１７～２１年度 

 １６年度末状況 計画内容 事業費（百万円）

公共防災船着場の整
備 

 2カ所整備 
(岩淵・神谷) 

1カ所整備 
（豊島） 

   １０５ 
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（３）災害備蓄倉庫の増設 

防災公園等の整備に伴い、避難場所で使用する救助物資や資機材などの物資を
備蓄するための災害用備蓄倉庫を公園整備計画に併せ検討する。 

 
    
   事   業         

 
１７～２１年度 

 １６年度末状況 計画内容 事業費（百万円）

災害備蓄倉庫の増設 
 

― 
 

検討・整備 防災公園整備費
に組み込む 
       

 
 
（４）災害用給水設備（深井戸）の機能向上・整備 

昭和５２年度より区内全域の半径１ｋｍ以内に災害用給水所（深井戸）を設置
してきたが、揚水管、給水ポンプ及び発電設備の老朽化等が原因で水質・揚水量
が悪化傾向にあるため良質な飲料水確保のため計画的に改修を行う。 
また、防災公園等の整備に伴い、災害用給水所（深井戸）の整備を検討する。 
 

    
   事   業         

 
１７～２１年度 

 １６年度末状況 計画内容 事業費（百万円）

災害用給水設備の機
能向上 
 
災害用給水所の整備 
   
 

― 
 
 
１７カ所 

５カ所改修 
 
 
検討・整備 

    ２１ 
 
       

 


